


はじめに

　東京一極集中を是正し，地方の人口減少に歯
止めをかけ，地域経済の活性化を通じて日本全
体の活力を上げるために，「地方創生」が政策
として着手されている．「まち・ひと・しごと
創生基本方針 2015」では，生産性の高い，活
力にあふれた地域経済の構築を目指すために，
地域の企業・産業における「稼ぐ力」の向上が
重視されている一方で，地域の総力を挙げた地
域経済好循環の拡大に向けた取り組みの必要性
が提起されている．海外市場および域外市場を
念頭においた外需対応による経済「成長」の追
求が政策の主流にあったが，地域経済の「維持」
が人口減少への対応として，いまや喫緊の課題
になり，雇用の確保や住民による消費の受け皿
となるような域内産業への支援や域内での継続
的な取引を通じた域内資金循環が政策的に目指
されている．域内の資金循環が高まり，域内所
得が向上すれば，雇用の確保や生活の継続が可
能になり，地域での人口を維持できると考えら
れている．
　「地方創生」の一環として 2017年から地域未
来投資促進法が施行され，各自治体は地域の特
性を生かして，高い付加価値を創出し，経済的
波及効果を得るための取り組みを進めている．
こうした施策は経済の好循環を生み出すことが
目的とされているものの，そもそも経済の循環
構造は把握しにくいと言わざるを得ない．統計
データの課題として，たとえば，第一に，地域
経済の動向を示す経済統計は，都道府県レベル
を中心に整備されており，市町村レベルで地域
の実情を捉えるデータとしては十分に整備され

ていない．すなわち，より詳細な範域で地域経
済を捉えること自体が難しい．第二に，経済統
計はその集計対象を都道府県・市町村といった
自治体の領域を基礎とする属地的情報，もしく
は，その領域で生活する地域住民に焦点をあて
た属人的情報が中心であり，経済の動きを始点
と終着点を結んで示すような異地点データに乏
しい．地域経済を「場≒属地」から捉えるのか，
「人≒属人」から捉えるのか，この視点の違い
によって，統計データが示す内実も異なるもの
の，いずれにせよ，「場」か「人」に即した一
地点のデータとしての性質を帯びる．しかし，
ある地点からある地点に商品が販売され，それ
に伴って，お金が逆方向に渡されるといった方
向性を含んだ異地点データとしてはほとんど整
備されていない．こうした事情もあり，地域間
での経済の結びつきは統計データから捉えにく
くなっている．
　経済循環の把握における問題点については，
経済循環を示すデータの不備に加え，経済循環
の分析手法の不足が指摘されている（松原
2014；中村 2014；中村 2019；山崎・佐原・山田
2017）．「地方創生」において，このデータ面で
の改善を図るツールとして，地域経済分析シス
テム（RESAS）が内閣府から提供され，従来の
政府統計や民間企業所有のデータなども加わり，
徐々に市町村単位でも充実したデータベースを
利用できるようになってきている．ただし，デー
タを活用した政策立案を支えるツールとして，
その有効性が期待されている RESASではある
ものの，そのデータをどのように読み解けば，
各地域の経済活性化が実現していくのかを明確
に示す段階までには至っていない状況にある．
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である．域外への経済的漏出に起因する地域経
済の衰退への対策として，たとえば，地域内の
経済主体に加え，域外に本社を有する企業やそ
の事業所等の域外主体，さらには，基礎自治体
の財政支出を含め，それらの主体による域内へ
の再投資（の繰り返し）を重視する地域の対応
力（地域内再投資力）が求められている（岡田
2005：岡田ほか 2010）．
　地域経済，特に，地方都市や農山漁村におけ
る経済的漏出は日本国内に限らず，国外でも課
題とされており，欧州，とくに英国では，地域
内でのお金の循環率を計測する地域内乗数効果
を用いて，地域から資金が域外に容易に流出し
ないように資金の域内回転を高める工夫が志向
されたり，地域内資源の活用にとどまらず，外
部アクターの力を利用することを目指したネオ
内発的発展論が論じられたりしている（安藤・ロ
ウ 2012；Bosworth et al. 2016；福士 2005；Hubbard 

and Gorton 2011；Lowe et al. 2019；New Economic 

Foundation 2002a, 2002b；Ray 2006；Ward et al. 

2005）．米国では，地域からの経済的漏出の要
因を主に住民の買い物行動や企業・事業所の調
達行動に見出し，地元企業と域外企業の地域経
済に対する波及効果の相違を明らかにすること
で，地元資本からの買い物や調達の優位性を指
摘している（Civic Economics 2004, 2007, 2015；
Robinson 2010；Shuman 1998, 2006＝2013）．経済
のグローバル化によって，三大国際金融セン
ターがあるニューヨーク，ロンドン，東京など
が世界都市として台頭し，多くの多国籍企業の
本社が集積している一方で，そうした世界都市
を擁する各国内部では，地域経済の衰退や地域
間格差の拡大などに直面しており，その対策を
急務としている．
　そのため，地域内で資金を循環させる経済構
造を構築する必要があり，地域経済循環に対す
る注目が高まったといえる．循環を阻む要因で
ある地域経済の漏出について，中村（2014）は
4つに整理している．第一に，①「付加価値の
漏出」であり，各産業で生み出された付加価値
が域内で循環せずに域外に漏れている点を意味

その意味では，これまでは精度が十分高くない
データを通じて，地域経済のメカニズムやその
因果関係，地域間関係を理論化（モデル化）し
て確認してきたといえるのかもしれないが，近
年新たに利用可能になってきた膨大なデータを
背景に，よりリアルな地域経済の実態や変化の
メカニズム，さらには，それらを踏まえた政策
導入の効果を解明することが必要とされている．
　本論文では，これまでの地域経済分析におい
て十分利用されてこなかった企業間取引データ
を用いて，各地域におけるお金の流れを整理し
ながら，資金流通の地理的経路や循環構造の類
型を明らかにする．企業間取引における取引圏
域の区別を通じて，「東京一極集中」を軸とし
た地域経済の結びつきを資金の流出入の動向か
ら定量的に解明し，各地の地域経済が有する循
環構造を析出する．分析にあたっては，民間信
用調査会社が収集している日本国内の約 85万
社の取引データを用いる．

１．地域をめぐるお金の流れと経済循環

　（1）地域からの漏出と循環

　経済のグローバル化が進む 1990年代以降の
企業活動や政策の「国際化」につれて，徐々に
国内経済が低迷しはじめ，政府の歳出改革，税
制改革，規制改革をはじめとした構造改革政策
の影響によって，法人所得の東京集中に代表さ
れるように，地域経済の不均等発展が顕著に
なっている．高度経済成長期以降，度重なる地
域開発政策が遂行され，大型公共事業の実施や
域外資本の誘致などの手段を通して地域間格差
の是正が図られ，一定程度の地域間格差を解消
してきたにもかかわらず，その後も地域経済の
疲弊は解消されたとはいえない．公共事業や企
業誘致では，域外大手企業による受注や本社へ
の収益還流などにより，実際には地元産業への
波及は乏しく，事業費の域外への漏出が地域に
お金が留まらない主な原因として指摘されてい
る（小田 2013；岡田 2005；岡田ほか 2010；鈴木
2019）．地域内で資金が蓄積，循環しない構造
によって，地域経済の衰退が加速しているわけ





けられよう．ただし，実物経済，貨幣経済とも
に，一時点でのお金の流れ，つまり，フローに
相当しており，そのフローを生み出す源泉とし
てのストックも地域経済の資産として，地域資
源の賦存状況を示す素材となる（中村 2014，
2017）．データの取得しやすさや調査の実施しや
すさという点からすれば，地域の産業構造や政
策的動向，産地形成の過程などをはじめ，地域
経済を特徴づけるストックに関する分析が取り
組みやすいのかもしれない．それでも，近年，
実物経済におけるお金の流れをデータとして利
用することができる環境も少しずつ整ってきて
おり，これまでの地域経済分析では十分捉える
ことができなかった地域間での取引に伴う資金
の流通経路，それによる地域経済の循環構造の
一端が垣間見える段階にきている．

　（2）地域経済の域際分析

　地域経済をその一地点データを用いて統計的
に捉えることは国勢調査や経済センサスはじ
め，各種政府統計の利用によって，比較的容易
である．しかし，どこから購入してどこにお金
が支払われ，どこへ販売してどこからお金が支
払われているのかといった資金の域際移動につ
いては，産業連関表の利用に限られてくる．産
業連関表では，一定期間における財・サービス
が産業部門間でどのように原料調達され，生産
され，販売されているのかを「購入 生産 販
売」という連鎖的な過程で示している．産業連
関表を作成している総務省によれば，現在，10
府省庁の共同作業による産業連関表（全国を対
象とする「全国表」）を 5年ごとに作成している
（2019年 6月に 2015年を対象とした最新版が公表
されている）．また，経済産業省による地域産業
連関表（分割された 9地域を対象とする），各都
道府県・市による都道府県・市産業連関表など
が作成されている．これらの産業連関表は主に
対象範囲内部での産業部門間取引を示してお
り，域外を含めた地域間での域際取引について
は，域内と域外といった二点での域際関係を示
すにとどまっている．複数地域間での域際取引

しており，この漏出は地方工場にとって本社へ
の所得の流出や域外からの通勤者に対する分配
所得の流出に相当している．第二に，②「消費
支出における漏出」であり，域内住民が得た所
得を当該地域ではなく，域外で消費することを
意味し，第三に，③「投資支出における漏出」
は個人や企業の貯蓄を原資とした金融機関の投
資が域内ではなく，有価証券・国債の購入や東
京のコール市場での運用へと回されることを意
味している．第四に，④「要素需要の漏出」と
して，モノやサービスを生み出す生産活動にお
ける域外からの中間財購入が想定されている
（中村 2015）．
　中村（2014，2015）では，国民経済計算での
生産・分配・支出を前提に，地域経済の漏出を
分類しているが，①②④はいわゆるモノやサー
ビスを取引する際に伴うお金の流れである実物
経済（実体経済）であり，③は金融商品や不動
産投資などお金を商品としてお金自体を取引す
る貨幣経済（マネー経済）であると分類するこ
ともできる．実物経済の目安として，国内総生
産（GDP）を示せば，550兆円（2018年度）で
あり，マネー経済の目安として，金融部門全体
が供給する通貨総量を意味するマネーストック
を示せば，1,812兆円（広義流動性：2019年 9月
時点）であり，実物経済をマネー経済が大きく
上回っている．ただし，経済センサス基礎調査
によれば，2014年時点で別民営事業所の売上金
額試算値は全国で 1,443兆円（金融業，保険業を
除けば，1,325兆円）となり，実際の取引におけ
るお金の流れを考慮すれば，実物経済もマネー
経済に劣らない規模を有しているといえよう．
　実物経済はまさに，モノやサービスを取引す
る毎日の経済活動が対象であり，一方で，貨幣
経済は財の取引を伴わないマネーフローであ
り，信用取引に加え，年金・交付金といった移
転所得，さらには，企業や家計の送金などが含
まれている．地域経済を形成する要素としてど
ちらも重要であるものの，財の取引によって生
じる実物経済におけるお金の流れは，地域間で
の経済活動のつながりを示す素材として位置付





産 分配 支出で還流するサイクルを地域経済
循環と表現し，地域経済の生産・分配・支出の
三面（不）等価に，地域経済の衰退の一因を見
ている．山崎ほか（2017）はそうした生産・分
配・支出の三面（不）等価の視点から，地域に
おける所得の循環過程を，属地データ（地域産
業連関表）と属人データ（県民経済計算や市町村
民経済計算等）との組み合わせから推計する手
法を開発している．この手法で作成されたデー
タベースは環境省ウェブサイトにて公開されて
おり，任意の自治体に対して，応用可能である．
ただし，それでも，推計作業の積み重ねから，
データベースの精緻化・詳細化が課題とされて
いる．
　資金の域際移動を実態に即して把握するため
には，事業者や住民にアンケート調査などを通
じて，調達先や支出先を整理する必要があるも
のの，それには膨大な手間やコストがかかるた
め，任意の範囲設定による産業連関表の作成は
政府統計からの推計に基づいている．そのため
にデータの精度が課題として付随する傾向にあ
る．そうしたなかで，藤山（2018）は町村もし
くは町村内地域を対象に住民・事業者へのヒア
リングを通じて，New Economic Foundation 
（2002）が提起した Local Multiplier 3（LM3）と
呼ばれる手法を用いて，地域に流入した資金が
域内での購入・調達を繰り返して，地域全体と
しての所得を高める効果を算出している．LM3
が示す地域内乗数効果，すなわち，域内で流通
する資金の循環率を計測する過程で，地域から
どれくらいの金額が漏れ出ているのかが明らか
になり，その結果として，地域では，域外への
経済的漏出を防ぐ対策を検討し，地元経済の活
性化を図ることができると指摘されている（枝
廣 2018；福士 2005）．ただし，地域経済のなか
でも，農業部門や飲食店，エネルギ―供給など，
特定の部門や個別の事業体の動きを対象として
いるため，やや対象範囲は限定的にならざるを
得ない．その点が産業連関表を用いた分析と異
なる点である．
　地域の産業全体の動きを捉えようとすれば，

を対象とする地域間産業連関表があり，地域間
相互依存関係を通じた各種の地域間波及効果分
析が可能になるとはいえ，全国を 9区分した集
計値による域際取引であり，具体的な都道府県
間や市町村間の域際関係はそのままでは直接的
に捉えられない．
　そのため，各研究機関や研究者によって，47
都道府県（石川・宮城 2004；人見・Pongsun 2008）
をはじめ，関西 2府 5県（関西社会経済研究所
2008），広域関西 2府 8県（アジア太平洋研究所
2019），中部 9県（中部産業・地域活性化センター
2011），東北 7県（東北活性化研究センター 2011），
関東 1都 10県（居城 2012）のように，全国も
しくは地域ブロック内部での相互作用を捉える
産業連関分析が進められてきた．しかし，この
ように域際関係を捉えようとすれば，公表され
ている統計の制約もあり，対象範囲は都道府県
レベルを中心とせざるを得なかった．しかし，
居城・大島（2019）でも指摘されるように，市
町村レベルの地域間表の作成や市町村の行政区
域を超えたエリア設定による小地域間での地域
間表の作成も近年では取り組まれてきている．
とはいえ，地域間表をより細かい地域レベルで
作成していく過程で，仮定や推計が多くなり精
度が確保できないという課題が付随する点には
留意が必要である（小長谷・前川 2014）．
　産業連関表では，対象範囲における産業部門
間でのお金の流れや産業構造の特徴を把握しや
すく，また，生産誘発効果などを推計しやすい
という利点があるものの，逆に，部門内外の特
定の産業による経済的結びつきを捉えたり，複
数の地域間でのお金の流れを把握したりする点
では，十分に利用しにくいという問題点も浮か
び上がり，より実態を反映した域際統計の整備
が今後望まれよう．産業連関分析が地域の産業
部門をめぐるお金の流れを示す際に多く用いら
れる一方で，産業連関表に加え他データも活用
して，経済循環を地域における所得の流出入か
ら捉えようとする研究も取り組まれてきている
（中村 2014，2019；山崎・佐原・山田 2017）．
　中村（2014）は地域で生み出された所得が生





析するために有用である．しかし，Akiyama et 
al. （2019）においては，1kmメッシュ単位の地
域に，マネーフローの大小が表現され，地域的
な特徴は示されるものの，推計されたデータ
セットが有しているどこからどこへのマネーフ
ローなのかといった方向性自体には関心が向け
られていない．
　同様に，企業間取引データから日本全国の取
引ネットワークを示し，取引構造の類型化を試
みた福田・城所・佐藤（2015）は，企業の仕入
方向と販売方向に着目している．企業間取引を
ネットワークと捉え，そのネットワークが生み
出す構造を明らかにしており，具体的には，取
引本数をもとに，仕入と販売の取引量に即して，
企業の取引構造を把握しようとしている．また，
産業分類ごとによる取引相手との仕入と販売の
相違を踏まえつつ，大都市・地方中核都市と地
方中心都市・小都市との間で，立地企業の受発
注，および，域内との取引割合などを分析して
いる．企業間取引データを用いて，地域経済の
動向を解明する際に有効な視点を多く整理して
いる．しかし，主に，論文全体として，企業の
立地条件や取引の距離に焦点が当てられている
ため，取引に伴う地域をめぐるお金の流れの解
析に対しては，明示的に取り組まれていない．
　また，大里・赤木・出口（2015），赤木・大里・
出口（2015），Osato, Akagi, and Deguchi （2016）
は企業間取引データをもとに，産業連関表を構
築している．中央省庁が作成する産業連関表は
多大な時間と労力がかかる一方で，よりリアル
タイムな産業分析を進めるために独自のアルゴ
リズムを構築して，小域産業連関表や地域間産
業連関表を作成している．現行の産業連関分析
が一国全体の取引が集約された状態で表現され
た中央省庁作成による産業連関表に基づいてい
るため，任意の地域分析においては，按分を重
ねた産業連関表を用いるほかなく，一次データ
を用いた分析は難しい（大里ほか 2015）．した
がって，一次データを反映した産業連関表の構
築は，実際の商品流通や商流を示す統計データ
として期待される．菊川・堤（2015）は事業所

データの精度が課題となり，また，実際の調査
を通じて資金の循環率を捉えようとすれば，対
象範囲は限定的となり，手法によって，一長一
短となっているものの，これらの研究は地域内
外の経済的関係や資金の循環過程を明らかにし
つつある．しかし，これらの研究では，地域の
経済循環を捉えるに際して，起点となる対象地
域と域外との関係を中心に整理しているため，
域外の具体的な対象が不明瞭なままに残されて
しまう．つまり，域外にも複数の地域があり，
経済的結びつきが多い地域もあれば，少ない地
域もあり，その具体的な域際関係は異なるもの
の，データではその複数地域間での動向を確認
できないままである．

　（3）企業間取引データによるマネーフロー

　近年，民間企業が蓄積した企業情報を用いた
経済の実態把握や予測に取り組む研究が展開さ
れてきており，そのなかで開発されたデータ
セットや分析ツールを活用した地域経済分析も
応用可能になりつつある．とくに，企業間取引
データはある企業が取引している複数の企業に
ついて情報を有しているため，各企業が立地し
ている市町村所在地をもとに，自地域と複数の
域外との関係を示す異地点データとして，活用
することができよう．Akiyama et al. （2019）で
は，国勢調査や経済センサス等の政府統計に加
え，企業間取引データ，本社事業所立地データ，
人流データなどを駆使して，日本全国を対象と
した地域間資本フローを推計している．各種
データを用いて，受発注を念頭においた企業間
でのマネーフロー，給与等の支払いを念頭にお
いた企業消費者間マネーフロー，さらには，消
費行動を念頭においた消費者企業間マネーフ
ローをそれぞれ算出し，マネーフローの空間的
配置および時系列的変化を詳細なレベルで追跡
する成果が示されている．膨大な企業間取引
データに加え，パーソントリップデータや混雑
統計等を駆使した個人レベルの移動データから
積み上げられたデータセットは，まさに異地点
データを活用して地域間を動くお金の流れを解





ベース化されている．ただし，対象とされてい
る企業間取引は主に国内企業同士での取引に限
られ，国外企業との輸出入は考慮されていない
点に加え，事業所による取引であっても，本社
間での取引として集計されている点，さらには，
取引データは取引企業数が基本であるといった
点には留意する必要があろう．また，この企業
間取引データにおいて実際の取引金額まで含め
られた情報は全取引の 1％程度であり，直接的
に，取引に伴う金額をデータとして用いること
は難しい．この点に関して，高安・三浦・田村
（2012）や Tamura et al. （2012），Tamura et al. 
（2015）では企業の取引ネットワーク構造から
企業間の取引金額を推定する手法を開発してい
る．重力相互作用モデルと呼ばれる手法を通じ
て得られた取引高推定値の値を各取引データに
付与した企業間取引データセットを本論文では
利用する．
　分析手法は次の通りである．第一に，2015
年時点の企業間取引データを，企業本社の所在
地情報に応じて，市町村レベルで取引の仕入額・
販売額を振り分け，日本全国の自治体ごとに，
立地企業の仕入総額・販売総額を算出する．こ
こで，2015年時点の自治体数として，1,724市
町村に，東京都 23区を加えた 1,747が相当する．
ただし，TDBによる企業データに含まれる企
業が立地していない自治体（おもに町村）は，
データセットには含まれていないことになる．
企業の主業情報をもとに産業を分類し，日本標
準産業分類に基づく産業大分類の数値，および，
全産業の合計数値について，それぞれ仕入額・
販売額を算出する．この販売額と仕入額の差に
着目し，販売額が仕入額を上回れば販売超過，
下回れば仕入超過と捉える．企業間取引データ
の特性を踏まえながら，地域経済を構成するマ
ネーフローの全国的な特性，および，個別地域
の動向を考慮した地理的特性を整理する．
　第二に，市町村レベルに集計された企業間取
引データを，4つの取引先地域ごとに分類し，
4分類間での取引比率を算出する．4つの取引
先地域とは，①同一市町村（東京 23区含む），

間における取引を考慮した産業連関表の構築を
進め，大里・赤木・出口（2018）では，国内部
門のみならず，海外への輸出入を考慮した産業
連関表の構築に取り組むなど，産業連関分析の
可能性が拡がっている．その一方で，当然なが
ら，多くの課題もあり，利用データの特性から
小売企業などによる企業消費者間取引が不足し
ている点に加え，一連の研究で構築された産業
連関表は主に内生部門表であって部分的であ
り，生産誘発係数表・粗付加価値誘発係数表と
いった各種係数表や物量表，雇用表といった各
種付帯表すべてを構築できているわけではな
く，限定的な成果となっている．もちろん，政
府統計に取って代わるだけの産業連関表ではな
くても，一次データから経済の実態に接近でき
るひとつの可能性としては有用だろう．ただし，
本論文で念頭においている地域をめぐるお金の
動きを測定するという目的に対しては，地域間
産業連関表の作成・分析を通じて実現できる可
能性はあるものの，現時点では，まだ特定地域
間の経済的つながりを示す詳細な地域間産業連
関表の作成には至っていない．
　以上から，地域経済の衰退への対策として，
地域経済循環への期待があり，そうした循環構
造を構築するには，実物経済をはじめ財貨の取
引に伴うお金の動きを追跡することが必要にな
る一方で，そうした地域をめぐるマネーフロー
をデータで把握することはこれまで部分的にし
か実現しておらず，複雑な域際取引は未解明な
ままにある．ただし，近年，民間企業による企
業間取引データの利用を通じて，そうしたデー
タ面での制約を超えられつつある．

２．企業間取引データの特性と地域的相違

　（1）データと分析手法

　本論文では，株式会社帝国データバンク（TDB）
が保有する企業データを利用する．同社による
信用調査で得られた個別企業の取引先情報か
ら，企業間取引データが構築されている．同社
が保有する全国約 147万社の企業データのう
ち，85万社を対象として，550万取引がデータ





【販売の取引高推定値】
　①同一市町村　＝
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【仕入の取引高推定値】
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　第三に，取引先地域の 4分類をもとに，各地
の取引を「同一市町村（①）＋同一都道府県（②）」
＝域内と「隣接都道府県（③）＋国内全域（④）」
＝域外に区分し，域外からの仕入や販売を域内
と域外との資金の「域際移動」，また，域内で
の仕入や販売を資金の「域内流通」と設定する．
この「域際移動」と「域内流通」における資金
の流出入動向をもとに，地域をめぐるお金の流
通経路，すなわち，地域の経済循環の構造を類
型化する．「域際移動」における流出超過・流
入超過，ならびに，「域内流通」における流出
超過・流入超過の組み合わせによって，経済循
環の類型を「キャッシュイン型」，「キャッシュ
アウト型」，「レセプター型」，「コネクター型」
として設定し，各地域がどの類型に含まれるの
かを確認する．これらの分析を通じて，全国的
なマネーフローの動向を把握するとともに，各
地域の経済循環の構造を個別に明らかにする．

　（2）企業間取引データの特性

　作成したデータセットには，全国総計 367兆
円分の取引金額が収録されているが，まず，そ
の全体的な特性を確認しておこう．表 1は，産
業分野別に，経済センサスに収録されている企
業数と売上額，ならびに，作成された TDBデー
タに含まれている販売額を比較している．経済

②同一都道府県（①を除く），③隣接都道府県，
④全国（①②③を除く）であり，取引先地域の
距離感を意識した区分としている．各自治体に
おいて，そこに立地する企業が実際にどのよう
な取引先地域と結びついているのかが確認でき
よう．
　ここで，4つの取引先地域における販売額，
仕入額の算出方法を以下のように定義する．
データセットに含まれている n
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と設定する．企業間取引は，2
つの企業のラベル
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とする．こ
こで，括弧内左側を発注企業のラベル，右側を
受注企業のラベルと約束することで取引の方向
性を表すことにする．
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引を表すことに注意する．また，全取引の集合
を
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　ここで，発注企業
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を導入する．取引高推定値を
集計し，ある与えられた企業の部分集合
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から自地域（本論文では基礎自治体となる）に
属する企業の集合
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値の集計
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，および，仕入の取引高推定
値の集計
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を求めることを考える．こ
のとき，販売の取引高推定値の集計
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と隣接都道府県に立地す
る企業の集合とすれば，4つの取引先地域の販
売の取引高推定値，仕入の取引高推定値の集計
は，次のように表現できる．　





合は仕入に伴うお金の流れが多く示される．ま
た，輸出入に関する情報は含まれていないため，
海外から素材・完成品を輸入し，国内で加工・
販売する場合に，販売のみがデータとして集計
されていることもありえよう．
　企業間取引データの地理的な特性を確認する
ために，全産業を対象に，都道府県レベルにて，
販売，仕入を通じたマネーフローの動向を図 1
にて示す．図 1からは 47都道府県のうち，東
京都（販売：145兆円，仕入：136兆円），大阪府
（販売：58兆円，仕入：56兆円），愛知県（販売：

22兆円，仕入：22兆円）と，いわゆる三大都市
圏にて取引金額が高くなり，それぞれ全国に対
して，東京都約 39％，大阪府約 15％，愛知県
約 6％の規模にあり，3都府県で全国の 6割を
占めている．そのなかでも，東京都への企業間
取引額の集中はより際立っているといえよう．
そのほか，神奈川県，埼玉県，兵庫県，北海道，
福岡県で取引額が高くなっているが，総じて，
図 2に示されるように，データセットでの収録
企業数が取引金額に比例していることも確認で
きよう．自明のようだが，企業が多く立地する
大都市圏で企業間取引が多く生じている．
　また，図 1にて，販売額と仕入額の差を示し
ているが，この差額について，販売超過である

センサスによる企業数を確認すると，「卸売業，
小売業」（90万社：22％），「宿泊業，飲食サー
ビス業」（54万社：13％），「建設業」（45万社：
11％），「製造業」（41万社：10％）の順に多く，
売上額は「卸売業，小売業」（500兆円：33％），「製
造業」（396兆円：26％），「医療・福祉」（111兆円：
7％），「建設業」（108兆円：7％）の順に高い．
TDBデータの販売額では，「卸売業，小売業」
（159兆円：43％），「製造業」（128兆円：34％），「建
設業」（19兆円：5％），「情報通信産業」（14兆円：
3％）の順になり，経済センサスによる売上額
の分布と似通った結果となっている．
　データのカバレッジという点からは，産業に
よって異なるものの，金額ベースで TDBデー
タ（367兆円）は経済センサス（1,499兆円）の
24％相当を補足している．TDBデータの特性
として，企業間取引，すなわち，B to B企業が
多い産業分類にて企業情報が多く集中し，B to 
C（企業と消費者の取引）や B to G（企業と政府
の取引）が多い産業分野で情報が不足している
ことが想定される．たとえば，小売業，宿泊業，
飲食サービス業，生活関連サービス業，娯楽業，
教育，医療，福祉などの産業分野では，仕入は
B to Bになるが，販売は B to Cとして個人消
費を対象とする取引が多いと想定され，その場

表 1　産業分野別の企業数と資金流入額

出所： 企業数：経済センサス基礎調査（2014年時点），売上：経済センサス活動調査（2016年時点），および，TDB
提供データより作成．

経済センサ
ス企業数

割合（％）
経済センサス売
上（百万円）

割合（％）
TDBデータによる
販売額（百万円）

割合（％）
TDB/経済
センサス
（％）

73.91.0718,3043.0460,803,4業林、業農
65.90.0963,560.0335,386業漁

鉱業、採石業、砂利採取業 1,541 0.0 2,044,079 0.1 509,324 0.1 24.92
14.814.5103,569,912.7819,054,8012.11213,654業設建
23.239.43013,390,8214.62124,572,6933.01239,714業造製

電気・ガス・熱供給・水道業 1,127 0.0 26,242,446 1.7 551,208 0.2 2.10
48.329.3282,882,410.4636,549,951.1893,64業信通報情
89.729.4727,621,813.4606,097,468.1458,47業便郵、業輸運
98.135.34145,517,9514.33652,497,0053.22758,709業売小、業売卸

不動産業、物品賃貸業 322,573 7.9 46,055,311 3.1 5,428,348 1.5 11.79
学術研究、専門・技術サービス業 196,116 4.8 41,501,702 2.8 4,753,551 1.3 11.45
宿泊業、飲食サービス業 546,717 13.4 25,481,491 1.7 319,186 0.1 1.25
生活関連サービス業、娯楽業 385,656 9.5 45,661,141 3.0 767,113 0.2 1.68
教育、学習支援業 120,204 3.0 15,410,056 1.0 200,663 0.1 1.30

12.01.0570,2324.7659,784,1114.7607,003祉福、療医
79.514.0631,235,16.0725,595,92.0872,6業事スビーサ合複

サービス業（他に分類されないもの） 255,189 6.3 40,853,581 2.7 12,505,283 3.4 30.61

合計 4,066,084 100.0 1,499,581,724 100.0 367,457,235 100.0 24.50

26,624 0.7





東京都，神奈川県，大阪府，愛知県とわずか 4
つであり，残りの道府県は仕入超過を示してい
る．データの地理的分布からは，日本の地域構
造とも表現できる「東京一極集中」が鮮明に示
される．

上位 3都道府県は東京都（8.8兆円），大阪府（2.7

兆円），愛知県（0.2兆円）であり，仕入超過で
ある上位 3都道府県は北海道（▲ 1.2兆円），福
岡県（▲ 0.6兆円），静岡県（▲ 0.4兆円），である．
全体として，東京都における取引金額および販
売と仕入との差額が大きい点が目立つが，特に，
販売と仕入の差額が販売超過になる都道府県は

図 1　都道府県別の企業間取引
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図 2　都道府県別の企業数

出所：TDB提供データより作成．
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体の 20％未満となる市町村は 1,298（75％）で
あるため，販売よりも仕入のほうが同一市町村
内で行われやすい傾向にある．
　第三に，取引全体の 20～40％を同一都道府
県（②）での仕入・販売が占めており，全国（④）
に次いでの取引比率となっている．これらを踏
まえると，おおよそ全国 40～60％，隣接都道
府県 20％未満，同一都道府県 20～40％，同一
市町村 20％未満という範囲で取引が行われて
いるといえ，企業の取引先地域としては，国内
全域，次に同一都道府県が主流になると整理で
きる．この場合，企業が立地している市町村を
含む都道府県という圏域を「地域内」での取引
と捉えれば，企業間取引は国内全域と地域内と
いう 2つの取引圏域を中心に展開されているこ
とになろう．

　（2）取引圏域別マネーフローで示す東京一極集中

　地域間でのマネーフローには，東京一極集中
に代表されるように，大都市へのお金の流れが
あると指摘されてきているが，具体的な流通経
路を含め，個別的な状況はこれまで明示的され
てこなかった．ある意味で，三大都市圏以外は
すべて「地方」として一括して捉えられている
ともいえ，その個別性はほとんど考慮されてこ
なかった．しかし，当然ながら，各自治体をめ
ぐるお金の流れは社会経済的状況に応じて多様

３．取引先地域の分類に基づく取引圏域と循環構造

　（1）企業間取引による取引圏域

　市町村レベルに集計された企業の取引情報を
もとに，各地域がどこの地域と経済的に結びつ
いているのか把握するために，企業間取引デー
タを，4つの取引先地域ごとに分類し，その 4
つの地域に対する取引量を踏まえて各地域の取
引圏域を分析してみよう．表 2は取引先 4地域
間での取引比率ごとに，相当する自治体数を仕
入・販売それぞれに示している．ここで，4つ
の取引先地域とは，①同一市町村（東京 23区
含む），②同一都道府県（①を除く），③隣接都
道府県，④国内全域（①②③を除く）である．
表 2からは，仕入と販売によって細かい相違は
あるものの，おおよその取引圏域を捉えること
ができる．
　第一に，仕入・販売ともに，国内全域との取
引（④）が取引全体のなかで 40～60％を占め
る市町村が 766および 662にもなり，全市町村
の 4割程度になることがわかる．第二に，隣接
都道府県や同一市町村との取引（③，①）はあ
まり多くなく，多くの市町村では，これらの取
引先地域との取引は全体の 10～20％程度に過
ぎない．同一市町村内での取引について着目す
ると，仕入が全取引の 20％未満となる市町村
は 1,579（89％）である一方で，販売が取引全

表 2　各地域における取引圏

注： 取引がなくデータが欠如している項目についてはカウントしていないため，合計値がデータセットに含まれる
全市町村 1,729に一致しない場合がある．

出所：TDB提供データより作成．

自治体数 自治体数 自治体数割合 自治体数 割合 割合 割合 割合 割合 割合 割合

～10% 65 4% 882 51% 85 5% 1087 63% 118 7% 975 57% 152 9% 862 50%
10～20% 107 6% 436 25% 336 19% 492 28% 135 8% 377 22% 464 27% 436 25%
20～30% 264 15% 151 9% 439 25% 136 8% 232 14% 131 8% 415 24% 245 14%
30～40% 267 15% 83 5% 342 20% 9 1% 219 13% 65 4% 276 16% 107 6%
40～50% 412 24% 74 4% 205 12% 2 0% 324 19% 69 4% 189 11% 24 1%
50～60% 354 20% 83 5% 158 9% 1 0% 338 20% 69 4% 102 6% 16 1%
60～70% 218 13% 14 1% 80 5% 0 0% 213 12% 22 1% 63 4% 13 1%
70～80% 33 2% 3 0% 41 2% 0 0% 95 6% 7 0% 24 1% 5 0%
80%～ 7 0% 1 0% 41 2% 0 0% 43 3% 2 0% 32 2% 9 1%
Total 1727 100% 1727 100% 1727 100% 1727 100% 1717 100% 1717 100% 1717 100% 1717 100%

売販れ入仕

国内全域
（④）

隣接都道府
県（③）

同一都道府
県（②）

同一市町村
（①）

国内全域
（④）

隣接都道府
県（③）

同一都道府
県（②）

同一市町村
（①）

取引比率

自治体数 自治体数 自治体数 自治体数





周辺に位置する自治体では仕入超過となる傾向
が見られる．また，関東，近畿では，東京 23区，
大阪市の大都市は，おおよそどの取引圏域に対
しても販売超過が中心となるものの，とりわけ，
国内全域（④）における販売超過が著しく，大
都市周辺の自治体では，その大都市との取引に
よって，隣接都道府県（③）と同一都道府県（②）
における仕入超過が見受けられる．
　表 3でも確認されたように，基本的に，仕入
超過となる自治体が多い状況のもと，図 3を通
じて，お金が流れ込む少数の自治体が浮かび上
がっている．東京 23区や大阪市，名古屋市と
いった大都市では，「国内全域に対する販売超
過」が際立つ傾向にあり，全国の企業との取引
で資金が流入する構造にある．くわえて，札幌
市や仙台市，金沢市，広島市，福岡市のように，
政令市や中核都市が示す「国内全域に対する仕
入超過と同一都道府県・隣接都道府県に対する
販売超過」という傾向は，都道府県内に立地す
る企業との販売で資金が流入するとともに，全
国を取引圏域とする企業，すなわち，当該都道
府県およびその隣接都道府県以外に立地する企
業からの仕入によって資金が流出する構造を意
味している．この当該都道府県・隣接都道府県
以外での立地とは，東京都，大阪府，愛知県の
三大都市圏，とりわけ，東京 23区と大阪市で
あるといえよう．
　以上から，マネーフローとしては，仕入超過
を通じて，全国各地の地方都市からお金の流出
が進みつつ，販売超過を通じて，政令市や地方
中核都市，とりわけ三大都市圏の大都市にお金
の流入が集中している流れが浮かび上がる．本
論文では，東京 23区は独立したデータとなっ

であり，大都市と地方とに単純には二分できな
い．ここでは，作成した企業間取引のデータセッ
トを用いて，自治体ごとに，4つに区分された
取引先地域別に，その仕入と販売の差を示し，
取引圏域との関係から地域間のマネーフローの
動向を確認する．
　表 3は各自治体の取引圏域ごとの販売・仕入
超過数を示しているが，取引先地域別にみると，
1,729自治体のうち，国内全域（④）では販売
超過 462，仕入超過 1,246であり，隣接都道府
県（③）では，販売超過 414，仕入超過 1,075，
また同一都道府県（②）では販売超過 315，仕
入超過 1,413となる．同一市町村（①）の場合，
同じ企業同士の取引になるため，仕入と販売の
値は一致し，超過にならない．販売超過および
仕入超過にならない自治体数は含まれていな
い．表 3でも示されるように，②から④の取引
圏域において，販売超過となる自治体は 2～3
割であり，6～8割は仕入超過にある．したがっ
て，仕入によって生じる支払いを通じて，仕入
超過の自治体から，販売超過となる自治体にお
金が流れ込んでいることになろう．
　図 3（a）～（d）は日本の 9区域を，自治体
のうち市および東京 23区のみを対象に，取引
先地域別に販売・仕入超過の動向を図示してい
る．［販売額 ― 仕入額］を示しており，プラス
の数値が販売超過，マイナスの数値が仕入超過
を意味している．北海道・東北や中国，四国・
九州・沖縄では，国内全域（④）に対して仕入
超過である市町村が多く見られる一方で，同一
都道府県（②）において，販売超過となる傾向
にある．隣接都道府県（③）に対しては，各地
の中核都市では販売超過となり，その中核都市

表 3　各自治体の取引圏域ごとの販売・仕入超過数

自治体数 割合 自治体数 割合 自治体数 割合

販売超過 462 27% 414 24% 315 18%

仕入超過 1,246 72% 1,075 62% 1,413 82%

超過なし 21 1% 240 14% 1 0%

国内全域（④） 隣接都道府県（③） 同一都道府県（②）

出所：TDB提供データより作成．





図 3　取引圏域別の販売・仕入超過
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抽出すれば域内での「域内流通」（d－b）として，
それぞれ資金の流通に関する取引金額が算出さ
れる．この算出された数値は，地域をめぐるお
金の流通経路，すなわち，地域経済の循環の形
態を示していると考えられる．
　例えば，域内からの仕入を通じて，域外への
販売につなげる場合はコネクター型の経済循環
と位置づけることができ，逆に，域外からの仕
入を通じて，域内に販売する場合をレセプター
型とする．また，域内・域外への販売が多い場
合をキャッシュイン型，さらには，域内・域外
から仕入が多い場合をキャッシュアウト型と表
現する．この「域際移動」を横軸に，「域内流通」
を縦軸として，各自治体における資金の域際移
動パターンを経済循環の類型として分類する
と，図 4のように区分される．図 4を踏まえる
と，第 1象限＝キャッシュイン型，第 2象限＝
レセプター型，第 3象限＝キャッシュアウト型，
第 4象限＝コネクター型，と整理でき，実際の
自治体の資金流通状況を反映した図 5からは，
資金の流入超過を示す第 1象限と第 4象限に大
都市が複数分布しつつも，多くの自治体が原点
付近にて密集していることを確認できる．
　この図 5をもとに，各象限を対象に詳細にみ
ると，図 6（a）～（d）および表 4のように示
される．とくに，表 4では，域外をめぐるお金
の動き（「域際移動」）と域内で流通するお金の
動き（「域内流通」）を合計した流通総額から，
経済循環の類型によって，地域にお金を取りこ
めているのか，地域からお金が漏れ出ているの
かが端的に示されている．第 1象限には，大阪
市や千代田区，港区といった大都市だけでなく，
茨城県境町，神奈川県愛川町，大阪府忠岡町，
和歌山県上富田町といった小規模町も含め，
キャッシュイン型として，資金が流入している
地域が分布している．自治体数としては 21
（1％）であり，域際移動 7.8兆円，域内流通 1.5
兆円の流入超過である．域外からの資金流入が
より大きいことを意味している．流通総額は 9.4
兆円である．第 2象限では，札幌市，名古屋市，
福岡市，仙台市といった政令市のほか，各地の

ており，大阪市と千代田区が同規模で示されて
いるものの，23区を一括した場合には，当然
ながら「東京一極集中」がより際立つことにな
る．従来から指摘されてきた「東京一極集中」
を全国各地からのマネーフローによって改めて
例証することができたといえる．その一方で，
東京 23区などの大都市だけに販売超過が生じ
ているわけでもなく，少数ながら地方都市にも
局所的なお金の流入が生じていることも示され
た．

　（3）経済循環の類型化

　自治体の取引圏域に対する販売および仕入の
超過動向から，当該自治体への資金流出入の状
況が示されたが，販売にも仕入にも，当然なが
ら，同一都道府県や同一市町村といった域内と
の取引も含まれている．また，現実には，地域
内から仕入れた原材料を加工等加えて商品とし
て域外へ販売する，また，逆に，域外から仕入
れた商品を地域内に販売するなど，企業の取引
先地域は仕入と販売で異なることも多く，それ
に応じて，地域をめぐるお金の流れも自治体ご
とに異なる．とくに，先述したように，資金の
域際移動，すなわち，域内と域外の間での資金
の流出入は地域経済の循環構造を捉えるうえで
も鍵になる．
　ここでは，域外との資金流出入の動向を検証
するために，4つの取引先地域のうち，同一市
町村（①）と同一都道府県（②）を「域内」，
隣接都道府県（③）と国内全域（④）を「域外」
とする．第 3節（1）で確認したように，企業
間取引の取引圏域として，同一都道府県（②）
と国内全域（④）が中心になるという分析結果
を踏まえての設定である．各自治体の取引を，
資金の「域内から域外への流出」（③④からの仕
入：a），「域内から域内への流出」（①②からの
仕入：b），「域外から域内への流入」（③④への
販売：c），「域内から域内への流入」（①②への
販売：d）と整理する．このうち，域外が関わ
る取引を抽出した場合には，域外と域内での「域
際移動」（c－a）として，域内が関わる取引を





市，函館市，倉敷市，北九州市などの地方都市
と全国の多数の町村が，資金が流出してしまう
キャッシュアウト型に分類されている．この
キャッシュアウト型の自治体数は 1,047（61％）
と多く，域際移動▲3.8兆円，域内流通▲2.7兆
円と流出超過にある．流通総額は▲6.5兆円と
なり，レセプター型と同様に，漏出が大きい．

市町が含まれ，域内への販売を通じた資金流入
よりも域外からの仕入による資金流出が多いレ
セプター型として整理されている．このレセプ
ター型となる自治体数は 292（17％）であり，
域際移動▲9.9兆円，域内流通 4.7兆円を記録
している．流通総額は▲5.3兆円であり，域外
への経済的漏出は大きい．第 3象限では，那覇

図 4　販売・仕入の方向に基づく循環構造の 4類型

レセプター型

キャッシュ・アウト型

キャッシュ・イン型

コネクター型

地域の領域

モノ・サー

ビスの流れ
域外販売

域外仕入

域内販売

域内仕入

お金の

流れ

出所：福田ほか（2015）を参考に筆者作成．

図 5　域内と域外における資金流出入
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図 6　経済循環の類型化
　（ａ）キャッシュイン型地域

　（ｂ）レセプター型地域

　（ｃ）キャッシュアウト型地域

　（ｄ）　コネクター型地域

出所：TDB提供データより作成．

出所：TDB提供データより作成．

出所：TDB提供データより作成．

出所：TDB提供データより作成．





市，広島市などの地域は域外との結びつきが地
域経済にとって重要である一方，経済的漏出が
懸念される．そのため，域外での販路拡大や域
内での仕入増加がひとつの対策であり，そうし
た取引を担える企業もしくは産業が求められる
だろう．第四に，域内からの仕入を用いて域外
に販売する傾向を有するコネクター型の場合
は，レセプター型同様に，域外との結びつきが
重視されている一方で，地域経済内部での調達
が域外との取引を支える循環構造にある．中央
区，江東区，川崎市などの地域は域内企業との
取引が域際移動における流入超過をもたらす傾
向にある．コネクター型は域外からの資金流入
が確保できているので，域内での取引拡大によ
る地域経済の活性化やさらなる域外での販売増
加に伴う外貨獲得が望まれるだろう．
　企業間取引の集計値として，各自治体の経済
循環の構造を類型化しているため，実際に，域
外から仕入れた素材を用いて，商品の加工組み
立てを経て，域内に販売をしているかどうかと
いった商品流通に伴う取引過程と連動している
とはいえないものの，集計的な傾向として，各
地の地域経済が有するマネーフローの特徴を整
理できたといえる．

おわりに

　本論文では，企業間取引データを用いて，各
地域におけるお金の流れを整理しながら，資金
流通の地理的経路や循環構造の類型を明らかに
してきた．分析を通じて明らかになった点を整
理してみよう．地域をめぐるお金の流れ，特に，

自治体総数の 6割が域内外問わず流出超過とな
るキャッシュアウト型であることは，日本の地
域経済の構造について示唆的である．最後とな
る第 4象限は，中央区，江東区，川崎市，津島
市，門真市などの大都市近隣の地域が含まれ，
域内からの仕入を通じて域外へ販売していくコ
ネクター型に分類されている．コネクター型の
循環構造を有する自治体は 354（21％）であり，
域際移動 5.9兆円，域内流通▲3.6兆円と，域
外からの流入超過が特徴的である．流通総額は
2.3兆円である．
　地域の経済循環構造を類型化した結果をまと
めると，第一に，域外から域内へとお金が流れ
込んでくるキャッシュイン型の循環構造を有す
る地域は全体として少数であり，また，その中
でも，大都市部（千代田区，港区，大阪市）は
これまでの分析と同様に流入超過が突出してい
る．第二に，域内から域外へとお金が流れ出て
いくキャッシュアウト型の場合，資金の流出超
過という点からは域外への経済的漏出が懸念さ
れるものの，那覇市，函館市のように域際移動
において流出超過となる地域と北九州市，倉敷
市のように域内流通において流出超過が生じて
いる地域が含まれている．経済循環の視点から
は，域際移動の結果として流出超過となってい
る地域は，より一層経済的漏出の課題があると
考えられる．第三に，域外からの仕入を用いて
域内に販売する傾向を有するレセプター型の場
合，域際移動における流出超過が著しく，財や
サービスの調達において域外により依存した循
環構造が見いだされる．札幌市，福岡市，仙台

注：流通総額＝「域際移動」に伴う流通額＋「域内流通」に伴う流通額．
出所：TDB提供データより作成．

表 4　循環構造の類型に基づく自治体数および資金流通

自治体数 割合（％） 域際移動 域内流通 流通総額

第1象限：キャッシュイン型 21 1 7,878,920 1,550,977 9,429,897

第2象限：レセプター型 292 17 -9,985,436 4,752,755 -5,232,681

第3象限：キャッシュアウト型 1,047 61 -3,879,430 -2,700,130 -6,579,561

第4象限：コネクター型 354 21 5,986,037 -3,601,418 2,384,619

 （金額：百万円）





環パターンが見えたことで，より立地企業の産
業特性や取引構造を反映した地域経済の姿を捉
えることができた．地域をめぐる資金の流出入
のみならず，域内企業および域外企業との取引
状況の相違が地域経済の循環構造を鮮明に示し
たといえよう．
　ただし，本論文では，全産業としてのデータ
分析になっているため，産業分野による取引構
造や取引圏域の相違については考慮できていな
い．相対的に，データが豊富に含まれている製
造業，建設業，卸業・小売業の結果が強く反映
されているといえるが，この 3分野間でも取引
特性等は異なるため，さらなる詳細な分析を踏
まえることが，より実態に即した地域の経済循
環構造を示すためには求められよう．
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